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ラジオの社会的意義�
（公共性確保） 

ラジオ局の事業構造の変革�
（収益向上） 
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その費用が膨大�
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地方ブロック向け携帯端末向け 
マルチメディア放送は 

受信端末が『ゼロ』から�

今後の普及、ビジネスモデル確立 
さらにはV-highとの連携を図る為 
『携帯電話端末』が中心�
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国民の安全、安心、 
文化の健全な発展を目指す�

『簡便、安価な受信機＝ユニバーサル受信機』 
の開発、普及にも最大限の努力をる 
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発展を目指す
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近畿デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 出来れば液晶等表示画面がある方が良い。

VHF-LOW帯のアナログテレビ終了後、約１年後のサービス開
始を目標（受託事業者の置局計画による）
・委託放送事業者としての放送用設備等構築（約9ヶ月～1
年）・受託放送事業者との帯域使用料に関する交渉（約６ヶ
月）・番組編成及び使用帯域の割り振り（約６ヶ月）・放送番
組（データ放送部分等含む）の制作体制構築（約6ヶ月～９ヶ
月）・広報・宣伝活動（約6ヶ月～1年）・番組企画・制作（企
画約６ヶ月、制作約1ヶ月～２ヶ月）・営業活動（約６ヶ
月）・試験放送（受託放送事業者へのＴＳでの送り込み）（約
1ヶ月～2ヶ月）・権利処理・交渉（約3ヶ月）　　

【リアルタイム放送】（無料）
地域情報を中心とした総合編成チャンネル（ブロックチャンネ

ル） 特定ターゲット向けチャンネル（ブロックチャンネル）
【蓄積型放送】
!有料コンテンツは100～200円/本（オリジナルコンテンツの
販売及び無料コンテンツのダウンロード(有料コンテンツに関し
ては携帯電話やパソコンでの認証）

毎日放送20％、朝日放送 20％、大阪放送 20％、
ＦＭ８０２ 20％、その他　20％（ ラジオ関西、
京都放送、関西インターメディア 、
エフエム京都、 和歌山放送ほか）

〔議決権比率は平成２１年１１月２日時点での想定〕

東海北陸デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）

※3　課金認証他（東海北陸）

ＴＶアナログ停波後１年以内を目途とし、認定からは概ね1.5年
から2年と想定（受託事業者の置局計画に拠る）。　　　　　　
必要な作業は下記のとおり。　・委託放送事業者としての放送用
設備等構築（約9ヶ月～1年）・受託放送事業者との帯域使用料に
関する交渉（約6ヶ月）・番組編成及び使用帯域の割り振り（約
6ヶ月）・放送番組（データ放送部分等含む）の制作体制構築
（約6ヶ月）～９ヶ月）・広報・宣伝活動（約6ヶ月）～1年）・
番組企画・制作（企画約6ヶ月、制作約1ヶ月～２ヶ月）・営業活
動（約6ヶ月）・試験放送（受託放送事業者へのＴＳでの送り込
み）（約1ヶ月～2ヶ月）・権利処理・交渉（約3ヶ月）

【リアルタイム放送】（無料）総合編成、天気予報、ニュース
【蓄積型放送】(現状では無料）ミュージッククリップ、書籍、

中部日本放送 、静岡放送 、東海ラジオ放送 、
岐阜放送、 ZIＰ－FM、北日本放送 、北陸放送 、
福井放送 、その他東海・北陸ブロック放送事業者、
その他事業者

※2 将来的には有料放送も視野に入れているため、認証・課金を
実施するための通信回線を持つ受信設備が必要

北海道デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 受信設備の条件（共通=特になし）

【リアルタイム放送】（無料）
地域情報を中心とした総合編成チャンネル(マルチメディア機
能　を付加したブロック向け現行アナログサイマルチャンネル)
特定ターゲット向けチャンネル等（その他ブロック内放送事
業者以外の新規事業者による新規ブロックチャンネル～今後検
討）
【蓄積型放送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携
帯電話やＰＣ上で認証課金

北海道放送 、 ＳＴＶラジオ、
ＦＭノースウェーブ、その他新規参入事業者

当該放送地域のサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス
開始から５年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）　

東北デジタル放送(株)～仮

※2 受信設備の条件（共通=特になし）

【リアルタイム放送】（無料）
地域情報を中心とした総合編成チャンネル(音声ストリーム、
交通情報サービス、サイネージ、緊急地震速報及び受信機支援
のためのコモンサービス等) その他ブロック内放送事業者以
外の新規事業者によるサービス提供等（今後検討）【蓄積型放
送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携帯電話やＰ
Ｃ上で認証課金

当該放送地域のサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス
開始から3年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）

※1 =想定する受信機～第一世代として、ワンプッシュで簡単
に聞ける”簡易型”受信機で、家庭でも外でも車でも、現在の
ラジオ受信機を進化させた簡単操作の受信設備を想定。言い換
えればワンチップ化して生産コストを抑えた受信機で、家電商
品とのコモディティー化により、普及を狙った受信設備を想定
している。
第二世代としては、簡易型受信機による高音質音声サービスに
加えてダウンロード機能を有したいわゆる”多機能型”受信機
を想定し、利用者が多種多様なサービスを受けられるようなメ
ディア拡張型の受信設備を想定している。

青森放送 、 秋田放送、 アイビーシー岩手放送、
東北放送 、山形放送 、 ラジオ福島、その他
ブロック内放送事業者以外の新規事業者 中国四国デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 受信設備の条件（共通=特になし）

●マルチメディア機能を付加した現行アナログサイマル放送
（ブロック向け）が基本。
【リアルタイム放送】（無料） 地域情報を中心とした総合編
成チャンネル(マルチメディア機能を付加したブロック向け現行
アナログサイマルチャンネル) 特定ターゲット向けチャンネル
等（その他ブロック内放送事業者以外の新規事業者による新規
ブロックチャンネル～今後検討）
【蓄積型放送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携
帯電話やＰＣ上で認証課金

中国放送　山陽放送 、山口放送 、南海放送 、
西日本放送 、他放送事業者、その他ブロック内
放送事業者以外の新規事業者

中国・四国のサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス開
始から3年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）

九州沖縄デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 受信設備の条件（共通=特になし）
※4 ～加入手続き、課金、認証

●マルチメディア機能を付加した現行アナログサイマル放送(ブ
ロック向け)が基本。●新規サービスについては当面、放送事業
者以外の事業者によるサービスを想定。●アナログ音声放送事業
からの移行を前提とする。
【リアルタイム放送】（無料） 地域情報を中心とした総合編
成チャンネル(マルチメディア機能を付加したブロック向け現行
アナログサイマルチャンネル) 特定ターゲット向けチャンネル
等（その他ブロック内放送事業者以外の新規事業者による新規
ブロックチャンネル～今後検討）
【蓄積型放送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携帯
電話やＰＣ上で認証課金

当該ブロックのサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス
開始から3年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）　

ＲＫＢ毎日放送 ・九州朝日放送 ・ 大分放送
・長崎放送 ・ 熊本放送・ 宮崎放送・
南日本放送・琉球放送 ・ ラジオ沖縄・
ｃｒｏｓｓ ｆｍ・ 九州国際エフエム　(以上九州

沖縄ブロック内放送事業者）及びその他ブロック内放送事
業者以外の新規事業者。　

(九州沖縄内ブロック放送事業者の使用帯域及び新規事業者の参
入や規模によっては使用セグメントが増減。検討結果による)。

◎各ブロック記載事項～上段から「参入主体の氏名、又は
   称」「参入主体の主な出資者」「希望する周　波数」「想
   定するサービス内容」「想定している受信設備＝※1」
 「受信設備に必要となる条件＝※2」「サービスの開始時期」

◎「想定している受信設備＝※1」の共通記載事項～
   『モバイル＆ポータブル端末(携帯電話、携帯プレイヤー、
     携帯ラジオ、ポータブルワンセグ、キッチンラジオ…)、
     車載ラジオ、ワンセグ付カー      ナビ、オーディオコン
     ポ、パソコン、ＵＳＢ チューナー、デジタルフォトフレ
     ームなど』

◎その他。共通記載事項
加入手続～有料のリアルタイム放送ではなく都度課金に

  よるコンテンツ販売などを検討（北海道/東北/中国四国/九
   州沖縄…販売を想定）。この場合の（北海道/東北/中国四
   国/九州沖縄…このサービスの）受信設備は携帯電話やＰＣ
   を想定しているため当該のインターネットサービスを利用
   する 認証～携帯電話やＰＣのインターネットサービスを
   利用した認証・課金を行う 課金～携帯電話やＰＣのイン
   ターネットサービスを利用した認証・課金を行う 通信回
   線による番組補完～今後検討予定

関東甲信越デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）

ニッポン放送、 文化放送、
東京放送ホールディングス、 栃木放送、
茨城放送、 アール・エフ・ラジオ日本、
新潟放送、信越放送 、 山梨放送 他

アナログ停波後1年以内を目途とし、認定からは概ね1.5年～2年
と想定～受託事業者の置局計画に拠る）(委託放送業務用の設備
購入、番組供給者の選定・契約、データ放送等の制作体制及び送
出体制の構築、広告宣伝活動)

【リアルタイム放送】（無料）
音楽、ニュース、趣味などのジャンルを限定した専門チャン
ネル(複数ﾁｬﾝﾈﾙを予定) 地域情報を中心とした総合編成チャ
ンネル(複数ﾁｬﾝﾈﾙを予定)
【蓄積型放送】
300円／月＝オリジナル番組　(※携帯電話やＰＣ上で認証
課金) 100～200円／本＝オリジナル番組　(※携帯電話やＰ
Ｃ上で認証課金)
◎その他、特定受信設備に対するリアルタイム放送または蓄積
型放送(ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞやﾎﾟｲﾝﾄ付与など)　　　　　

今後想定される、多様なマルチメディア放送サービス
の受信機能が望ましい

◎※3（東海北陸＝認証課金 他） 加入手続き/～未定。ＶＨ
   Ｆ－ＬＯＷ帯マルチメディア放送推進協議会にて検討のも
   のを採用する予定。 認証～未定。ＶＨＦ－ＬＯＷ帯マル
   チメディア放送推進協議会にて検討の運用規程に準ずる予
   定。 課金～未定　その他～通信による補完～そのような
   予定はない。ただし、ＶＨＦ－ＬＯＷ帯マルチメディア放
    送推進協議会において検討された場合、それに準ずる。

◎※4（九州沖縄）～上記、加入手続き、認証、課金の文章
   の冒頭に「有料放送を行うか否かは未定だが、仮に行う場
    合は、…」が付加。
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